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論文の内容要旨
本稿「ボグド・ハーン政権と内モンゴル地域政治-1913年の中華民国・モンゴル戦争
を通じての一考察ーJは、 19 1 3年の中華民国・モンゴル戦争前後のポグド・ハーン政府
をめぐる内外政治情勢を、「尚モンゴノレJを中心として分析し、中華民国・モンゴル戦争の
原因の一端を解明するとともに、ポグド・ハーン政府と内モンゴル政治の関係、中華民国の
「モンゴノレ独立問題Jの対応を明らかにし、両者間の武力衝突を復元し、歴史的に再定義
しようとしている。
満州族の清朝支配下で内外モンゴノレは最初の一世紀聞は大きな混乱に直面することはな
かった。ところが 18世紀頃から始まる漢民族の北方移住は大きな影響を与えた。とくに、
1 90 1年「変法上論jによる漢人大量入植を目的とする対モンゴル新政策が実施された。
またこれはロシア勢力の南進に対抗するものでもあった。 l、9世紀末から 20世紀初には
東西内モンゴ‘ル各地において漢族を中心とする農耕民との聞に民族衝突が起こり、蒙漢両
民族聞に緊張関係が高まった。漢人勢力，により侵蝕された内モンゴルでもいちはやく独立
運動が開始された。 1911年 10月10日辛亥革命が始まり清朝が打倒されると、民族
独立のための歴史的機会がおとずれた。外モンゴルでは、以前から準備されていた独立計
画が実行され、 11月 30日モンゴノレ臨時政府により独立宣言がされ、ボグド・ハーン政府
が成立した。この体制自体は王公貴族による封建的なもので、あった。ボグド・ハーン政権は
内モンゴソレを取り込むことも見越しており、 r政権には多くの内モンゴノレ人が参加した。ま
た独立宣言では内モンゴルち含む全民族の統ーをはかることが言われ、内モンゴ、ル各旗、
盟の共鳴を呼び起こし、内モンゴ、ノレ49旗の中、少なくとも 38.旗がボグド・ハーン政権に
合流する意志を表明した。またジャサクト旗で反漢暴動が起こり、「東蒙古独立宣言Jを公
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布、フルンボイルもハイラル市を占領しフルンボイル独立を宣言して、ボグド・ハーン政
権に合流した。
清朝の対モンゴノレ支配原理は、満州皇帝とモンゴγレ王公の主従関係を基軸にしていたた
め、清朝体制の崩壊は主従関係の消滅を意味し、独立運動を開始した。.一方中華民国は周
辺地域の民族を含む旧帝国システムの域内の諸民族をひきつづき統轄する論理を掲げた。
モンゴルやチベットのような民族は、王朝支配の瓦解し求心力を失うという情況のもと
で、急速に成長しつつあった漢人勢力と競合に直面しつつ、新たな独立国家の原理を模索
しなければならない事態に置かれ、「一民族・一言語・一宗教にもとづく政治的統合の達成J
としづ近代的国民国家の論理の影響をうけた。しかし国民国家の基礎となる資本主義的生
産様式がモンゴ/レ社会には欠如していた限りで、国民国家の原理はモンゴノレにとっては理
想的なものにすぎなかった。このため、モンゴノレが中国の「中華帝国J再編に抵抗し、独
自の国家をつくるためには、ロシアの支援を求める以外に途はなかった。
ロシアのモンゴルに対する意図は、独立により親ロシア勢力を扶植し、中国の影響力を
取り除き、モンゴノレ問題解決の主導権を手伝入れようとするものだった。ロシアはモンコ
ノレ地域で、唯一の対抗勢力となる日本との聞に、三回の日露協約により、内モンゴノレ利権を
116度27分北京を通るラインで東西すみわけるという合意を完成させたのち、 191
2年ロシア・モンゴノレ協定を結んだ。ロシアは内外モンゴノレともに勢力下に置くことを理想、
としつつも、政治情勢が許さないことから、ポグド・ハーン政権には内モンゴルをあきらめ
るようすすめた。このようにロシアの協力を得られないことから 1912-1913年モ
ンゴノレは何度か日本に接近をはかった。しかし、日本もロシアとの関係から内モンゴソレ統
合を支援することはできなかった。この状況下、ボグド・ハーン政権は戦闘により新たな
外交交渉の可能性をはかろうとしていた。
一方、中国側はモンゴル独立を認めないことを方針としていた。このため、ロシア・モ
ンゴノレ協定によって深刻な衝撃を受け、段棋瑞をはじめとする強硬派は武力行使による独
立転覆を主張した。しかし、北京政府国務院は外交交渉で内モンゴノレ問題を解決すること
を可決した。北京政府は内モンゴノレに対しては、外モジゴJレ反乱集団による侵略行為を宣
伝し、王公に対しては、脅迫・懐柔はどの手段をとって、民国支持をとりつけた。
モンゴ‘ル側の内モンゴ・ル統合運動と中華民国の独立阻止の対立は両者の内外モンゴル境
界付近への軍隊派遣となり、 19 1 2年9月9日最初の戦闘がおこなわれ、 191 3年 1
2月に至る内モンゴ‘ル戦争が開始された。
戦局の初期はそンゴ‘ル側が中華民国軍を破り、 19 1 3年7月段階では内モンゴルのほ
とんどの地域を占領していた。中期段階、 19 1 3年夏、一部の中華民国軍も国境付近に
進入した。この時期は戦局の対峠がつづき、両軍とも軍事調整をおこない、兵力増加に努
?
??
? ?
めて、戦略的準備を整えることになった。後期段階1913年9月になると情勢が転換し、
モンゴノレ軍は戦況を維持できず、防御状態をとるようになった。このため前線からは武器
を送ってもらうよう要請するが、ロシアからの武器援助が滞り、モンゴ、ルは戦争延期計画
を放棄することになり、 12月16日ボグド・ハーン政権はロシアの要求に応じ、内モンゴ
ルからの撤兵決定を通告し、 18日頃撤退した。しかし、撤退後の地域で民国軍による虐
殺行為がおこなわれることになった。
この戦争は次のような影響をもたらした。民国軍の勝利の情勢により、北京政府はモン
ゴル問題において、主動権をもつことになった。 1913年 11月5日「露・中声明Jで
は、ロシア・中国両国は互いに妥協した。ロシアはモンゴルの「自治」を外モンゴルに限
定、中華民国の宗主権を認め、中華民国はロシアの外モンゴ〉レでの経済権益を承認した。
1 9 1 4年「露・中・モ三者キャフタ会談Jもこれを基盤とした。内モンゴ‘ル戦はモンゴ
ル軍が内モンゴルの大部分を占領したものの、放棄した点で、モンゴノレにとっては、当初
の目的を達成することができなかった。しかし、内モンゴル戦があったからこそ、今民国側I
は「露・中声明Jrキャフタ会談Jに応じたと考えられる。もし、これら話し合いが成立し
なければ、外モンゴルは自治権力を認められず、北京政権の主権下におかれていた。この
戦争は外モンゴルの自治が認められることに対し、大きな影響を与えた。
この他に、この戦争の結果、内モンゴルに属していた、ダリガンガ地域がモンゴル国に
属すことになった。また「キャフタ協定Jに不満のある一部兵士と大陸浪人と日本軍部の
支援による「第二次満蒙独立運動j が発生した。しかし哀世凱死後は日中関係の転換によ
り、日本側の支援が停止、この運動も終幕となる。
一方で、内モンゴ‘ルは両者の争奪の対象となり、甚大な被害を被った。激戦により、焼
き尽くされて消滅した部、牧地を失った遊牧民、徴用・土地収用・食料供給などを強制さ
れた旗民などの被害により、死傷者・難民が発生した。軍による道路・橋梁の破壊、盗賊
の横行、村落の荒廃は社会秩序の混乱をもたらした。また、寺廟が破壊され、活仏が殺害
されたことなどにより、民族文化財産が失われ、聖・俗各層の混乱が生じた。この結果モ
ンゴノレ人は漢人に対し、不満を高め、漢人はそンゴノレ人から駆逐されたことによって、不
満を持ち、両者の民族問対立が激化した。
戦後、北京政府は、内モンゴ、ル内部の不穏な要素に対応するために、対内モンゴノレ措置
をあらため、「蒙地開墾Jr旗県並存Jとし、う、新たな制度を整備しはじめた。また、 19 
1 4年 1月には内モンゴソレ軍を改革し中華民国の軍事指揮に服従させた。 7月には中華民
国政治体制の枠組みにおける内モンゴ、/レ行政特別区の樹立を実現したo
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論文審査の結果の要旨
本研究は、 1913年の中華民国・モンゴル戦争前後のボグド・ハーン政府をめぐる内外の
政治情勢を、 「内モンゴル地域政治」を中心に分析することによって中華民国・モンゴル
戦争の原因の一端を解明するとともに、ボグド・ハーン政府と内モンゴル政治の関係、中
華民国側の「モンゴル独立問題」への対応を明らかにし、両者聞の武力衝突過程を復元し、
歴史的に再定義しようとしたものである。
1911年のモンゴル独立運動により、清朝〈のち中華民国〉と.モンゴルとの間に紛争が起
こり、やがて両者聞の武力衝突へと展開した。これが、 1913年の中華民国・モンゴル戦争
である。この戦争は、結果的に、ロシアが「居中調停」したため、武力衝突の一年間後、
モンゴル側は一方的に停戦を宣言し、軍をほぼ武力行使以前の地点にまで引きあげた。し
たがって、モンゴル側の領土争奪戦という意味で戦争自体は目標を達成することなく終わっ
た?しかし、この事件は、それを通じた中華民国の内モンゴルに対する支配の浸透と、そ
の完成という点からみて、決してその意義は小さくない。従来、この戦争そのものについ
ての研究はなされてこなかった。本研究はその意味からも意欲的かっ実証的にとりくんだ
成果と評価できょう。
第一章は、戦争勃発の原因となる中華民国・モンゴル紛争の諸前提を明らかにする目的
をもち、まず第一節において最後の中華帝国とも呼ばれる清朝における1911年の辛亥革命、
および清朝の崩壊が、モンゴル社会にいかなる影響を及ぼしたかについて考察している。
第二節では、こうした社会的変容過程のなかで、 1911年のボグド・ハーン政府成立を20世
紀初頭におけるモンゴル政治を構成するひとつの政治的主権をもった組織と位置づけた上
で、 1911年の外モンゴル独立は単にハルハ地域の独立ではな〈、内モンゴル地域をも含む
モンゴル族のウルス〈国家〉統一運動、なドしウンドス〈民族〉統一運動であったことを
，確認する。第三節では、この時期における内モシゴルの政治動向を検討することによって
ボグド・ハーン政府と内モンゴル地域との聞にはいかなる関係があったのか、その政治過
程を解明している。
第二章では、清朝の解体過程にあってモンゴルの独立とボグド・ハーン政府の成立に決
定的重要性をあたえた国際関係について分析し、モンゴルをめぐる新たな地域秩序がいか
に決定されていったのかについて、ロシアと日本を中心に検討しているo 従来、この課題
は日本外交史研究の領域でも一定の蓄積があるが、モンゴル側の論理を軸にした分析はほ
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とんεなく、その意味で積極的意義をみいだすことができる。
第三章では、前2章を踏まえて、第一節では全モンゴルを統一する目的をもった権力機
構として確立されたボグド・ハーン政府の戦略構想をとりあげ、第二節では1912年後半期、
ボグド・ハーン政府が代表を派遣して内モンゴル各盟旗に潜入させ内モンゴルの王公たち
に政治的宣伝を行い、内モンゴルをめぐる中華民国との戦争協力を求めた経緯を復元し、
第三節では、 1913年のはじめ四方面からの「南征軍」を内モンゴル各地へ派遣し、内モン
ゴ、ルに対する武力占領を開始したことを解明している。この章でとりあげられたボグド・
ハーン政府の内外モンゴル統一政策の実態、およびその政策が直面していた内モンゴル地
域、北京政府、帝政ロシア、日本等とかかわる諸課題については、中華民国史研究にあっ
てもなお十分には解き明かされていない問題群であり、本研究は意欲的かつ実証的にとり
くんだものとして評価しえよう。
第四章では、まず第一節において、中華民国北京政府という中国の新たな支配体制が、
圏内的に混迷した社会秩序、地方的軍事勢力の増大、また対外的には「辺境の喪失」の危
機が複雑に入り組んだ情勢のもとに形成されつつあった過程を論述し、第二節は、北京政
府による「中央化jの進展のなかで、モンゴル独立が重大な政治問題となった過程、とく
に内モンゴル地域内部の動向やボグド・ハーン政府軍の内モンゴ、ルへの進出と、それに対
応する北京政府の対抗措置を解明してている。第三節は、北京政府が、ロシアの干渉のなか
で、外モンゴル領内への軍事行動を実施しえなかったことを明らかにし、第四節は、こう i
した中国・モンゴル紛争のなかで、 1912年後半における内モンゴルとその周辺関連地域で
の中華民国「征蒙軍」の駐兵実態を日本側資料にもとづき復元している。この章の内容は、
中華民国初期の政治情勢を、内モンゴル地域政治との関連で分析した実証的成果であり、
とくに1912年後半期の政治的軍事的戦術配置の復元は重要な基礎的作業といえよう。
第五章では、第一節でモンゴル軍側の攻撃と勝利について、第二節で両軍のその後の対
蒔状況について、第三節でモンゴル軍の再進攻と失敗をとりあげ、こうした三段階での戦
局過程を復元している。本研究のひとつの、しかし未解明であった歴史的事実の発掘とそ
の説得的実証は関連歴史学界の最初の試みと評価しうる。
終章では、同戦争が内モンゴル地域社会にもたらした影響について、さらにはその後の
歴史的位置づけとの関連で検討を加えている。
? ??
以上のように、本研究は1913年内モンゴル地域の政治的軍事的動向を実証的に分析し、
歴史的評価を与えた高い水準をもった成果といいうる。
たしかに、戦後日本における内モンゴル近現代史研究は、日本近代史と中国近代史研究
の側面からの分析が多い。これに対して著者はモンゴル近代史の側面からアプローチを試
みたと位置づけられる。
周知のように、 1911年のモンゴ、ル独立運動の中心は外モンゴルであった。当時の外モン
ゴルについては多くの研究があるが、モンゴル独立問題に直接かかわっていた内モンゴル
地域の動静に焦点を当てた専門的研究はきわめて少ない。一般的に言えば、モンゴ、ルの独
立運動とは外モンゴルの独立運動にほかならないとする定説があるが、著者はボグド・ハ
ーン政府と内モンゴル地域政治のかかわりを視野に収めて実証研究を行い、ボグド・ハー
ン政府が内モンゴルへ軍事行動を起こしたことを通じて、 1911年のモンゴル独立は単にハ
ルハ地域の独立ではなぐ、内モンゴル地域をも含むモンゴル族の統一運動であったとする
論点を深めたものと評価することができる。
また著者は従来顧みられなかった当時の内モンゴル地域の動向を反映したモンゴル側の
公文書資料を発掘し新たな知見を提供した。例えばイへ・ジョー盟長=アルピンバヤル、
ジャサクト王=オタイなどの王公からボグド・ハーン政府に送った書簡の一次史料をはじ
めて提示し、これらの人物とボグド・ハーン政府の関係に関する新たな事実を発掘してい
る。その結果、内モンゴル旗のボグド・ハーン政府への合流数を38旗として確定すること
ができた。これは通説としてのお旗を訂正したものとなっている。
さらに、内モンゴル近代史研究の視角から著者はこれまでの研究の一面性を克服する意
図から、中国、モンゴル、日本、ロシア側などの諸史料をあわせて利用しようとしたこと
は、 1913年中華民国・モンゴル戦争の諸側面を把握するうえで重要な意義をもっている。
とくに、日本外務省外交史料館所蔵のモンゴル関連文書を利用したことによって、中華
民国・モンゴル軍事衝突事件にたいする新たな視角からの分析が可能となったと考えられ
る。従来、日本の歴史学界においてこの問題に関する専門的研究がほとんど空白であった
のは、資料の乏しさにある。中国側の史料は量的にも決して少ないわけではないが、モン
ゴル社会内部の動きゃ、さらにこの事件についての多くの重要な情報が欠落していたと言
わざるをえない。またモンゴルの動きに関しても、蒙文史料の存在は今のところほとんど
期待できない状態にある。さらに、この歴史的事件についての研究自体が、領土主権や民
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族問題と直接かかわる問題であることから実証的歴史研究が十分になされてこなかったと
いってよいだろう。。
著者は、日本側の外務省史料のなかに、中国とモンゴル側に欠落している史料が少なか
らず残っていることをあきらかにしたが、あきらかに日本側は日露戦争以後、勢力拡張の
対象として東北三省南部と内モンゴル東部四盟を「特殊地域」とし、 「満蒙」という政治
地理的概念と言説が形成されつつあったもとで、日本は内モンゴル情勢については異常な
ほどの関心をもつこととなった。その意味で、日本は事態の変化を注意深く見守っており、
事実関係をかなり客観的立場から見ることを可能にする条件をもち、独自な情報が伝えら
れていたと判断しうる。これらの一次史料を利用して、 1913年の中華民国・モンゴル戦争
について整理・検討し再定義したことは、本研究の実証的成果として評価できる。
もちろん、本研究には不十分かつ補うべき問題点、がある。まず、 1911-13年における内
モンゴル地域政治は、モンゴルの独立にどのような影響を与えたのか、その実証的分析が
残されている。例えば、内モンゴルでは最も影響力をもっハラチン王=グンサンノルブは
ボグド・ハーン政府に参加しなかったと述べ、また駐京王公に関しても述べられているが、
これらについて十分に分析されているとは言い難い。モンゴル有力王公たちの北京での活
動は今後解明されるべき課題と言えよう。これらの王公は、内モンゴル政治において重要、
起役割を演じたと考えられるが、本研究の主題ではないにせよ論及されてしかるべきでは
なかったか。次に、東アジアの国際関係の側面で、ボグド・ハーン政府と日本とは何らか
の関係があったと述べられているが、これについては、もっと分析しておく必要があると
ともに、本研究の最も中心的な部分である後半の三章の論述は、結果的になお不十分なも
のがあるように思われる。なお、本論文には文章上の誤りや意味不明存表記が自につくこ
とを指摘しなければならない。
同時に、本研究の審査において、次のような問題提起と見解の表明がなされた。
(1)従来からの通説と著者の新たな観点にどのような相違があるのかについて、明示的
指摘が少ないので補う必要がある。
(2)ボグド・ハーン政権の歴史的位置について、著者のいうような独立した権力なのか、
それともキャフタ協定時の「自治」的権力なのかは、なお必ずしも明確な分析が与
えられていない。この点の検討が今後さらに不可欠となる。
(3)1913年「中華民国・モンゴル戦争」論は、中華民国史上の規定としては新たな問題
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提起であり、その意味でその学説史上の争点を明確化する必要がある。
総じて、本研究の実証的分析とその結論は、未開拓の領域にとりくんだ成果として学問
的評価に耐えうるものと評価できる。審査委員会は、本研究が博士(学術〉の学位を授与
するに相応しい水準をもった論文であるとの一致した結論を得た。
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